
トは，クリアリングハウスで推薦された専門家3人か

ら成り，データベース採録誌の選定，データベースに

採録する非ジャーナルの情報源の特定，普及活動といっ

た作業を行う。契約者は，運営委員会やコンテンツ・

エキスパートらの意見を参考に，採録誌に関する草案

を提出する。

（2）全文テキストを，可能な限り無料でデータベース

から入手できるようにする。無料で提供できない資料

については，出版者やアーカイブへリンクをはる。

（3）データベースの書誌作成を行う。索引は自動的に

付与し抄録は著者や出版者が作成したものを利用する。

（4）オンラインシステムの管理，運営を行う。

（5）契約の移行がすみやかに行われるようにする。

また，この草案には，契約者が，何をいつまでに行

うかのスケジュールが細かく記載されていて，契約者

のパフォーマンスを評価する項目も記載されている。

この米国教育省の草案に対し，米国図書館協会

（ALA）は，4つの点で疑問をなげかけている。

（1）データベースの書誌作成に際し，索引の自動付与，

既存の抄録の利用，ERIC シソーラスの修正は，デー

タベースの質と一貫性や検索の有効性を損なう。有効

な索引付与は短期で習得できる技術ではなく，著者や

出版者が作成する抄録は客観性に欠ける可能性がある。

（2）データベース採録誌の選定を行うことになる３人

のコンテンツ・エキスパートに，今までクリアリング

ハウスが担当していた広範囲な主題分野をまかないき

れるかという問題がある。データベースの質を落とさ

ないためには，他の支援も必要だろう。

（3）現在のクリアリングハウス機能の多くを縮小する

ことは，特に情報普及の分野で損失である。現在，ク

リアリングハウスは，毎年15万以上の電子メールと電

話に応答することにより，利用者に価値のある情報を

提供している。クリアリングハウスの廃止は，ERIC

Digestsをはじめとする出版の中止や，ERICクリアリ

ングハウスが構築してきた情報普及活動の存続を危う

くすることにつながる。

（4）急に移行を行うのではなく，猶予期間を長くとる

ことで，混乱を未然に防ぐべきである。また，出版者

などベンダーへのリンクは，利用者や図書館員に混乱

を招きがちであり注意を要する。

ちなみに，年報によると，2002年度のERICの予算

は1,050万ドルで，内訳は，82％が16のクリアリングハ

ウスに，17％がサポート機関に，1％が政府関係の出

版その他に割り当てられている。クリアリングハウス

の中では，23％がデータベースの構築に，18％がクリ

アリングハウスの運営に，17％がERICシステム内のプ

ロジェクトに，15％がERIC Digests等の出版に，15％

が電話や電子メールによる質問回答サービスに，10％

がワークショップや展示会といった普及活動に，2％

が会議等の旅費に当てられている。米国教育省の草案

には，これからの予算規模と配分についての記載はな

い。

今後の予定としては，AskERICサイトと質問回答

サービスを2003年12月19日に，ERICクリアリングハ

ウスを2003年12月末で閉鎖する。これまで行ってきた

ERICデータベースの検索，教育関係会議のカレンダー，

ERDSへのリンクは引き続き提供する。2004年1月から

ERICデータベースの更新はせず，2004年中には，新

体制を確立し，データ更新を行う予定である。ERIC

のホームページには，ERICに関する一般的な質問を

受ける通話料無料の電話番号が記されている。

（主題情報部参考企画課：永
なが

村
むら

恭
やす

代
よ

）

Ref: Educational Resources Information Center (ERIC). (online),

available from <http://www. eric.ed.gov/>, (accessed 2003-09-21).

ERIC Annual Report 2002. (online), available from <http://

www.eric.ed .gov/resources/annual/index. html>, (accessed 2003-

09-21).

Draft Statement of Work 01. (online), available from <http:

//www. eps. gov /spg /ED /OCFO /CPO/Reference%2DNumber

%2DERIC2003/Attach ments. html>, (accessed 2003-09-21).

ALA. Comments of the American Library Association on the

U.S. Department of Education's Draft Statement of Work for

the Design of ERIC. 2003, 4p. (online), available from <http://

www.ala .org/Template.cfm?Section=News&template=/Content

Management/ContentDisplay.cfm&ContentID=30867>, (accessed

2003-09-21).

ERIC Reauthorization News. (online), available from <http://

www.lib.msu.edu/corby/education /doe.htm>, (accessed 2003-

11-14).

2001年1月15日，米国在住のサンガー（Larry Sanger）

やウェールズ（Jimmy Wales）らはネット上に『ウィ

キペディア（wikipedia）』というオープンコンテンツ

の百科事典を立ち上げた。その名称は「ウィキ（wiki

wiki web）」という協調作業支援システムを利用して

作成される百科事典であることに由来する。ウィキペ

ディアの最終目標はフリー（直接的には無料ではなく

自由を意味する）で，かつ情報量と情報の深みにおい

て歴史上最大の百科事典を創り上げることである。

オープンコンテンツとは創作物が共有状態に置かれ

ていて自由に利用できることを示す概念である。具体

的な自由の内容については多様な場合があり得る。ウィ

キペディアの場合は，内容の作成が不特定多数のネッ

ト利用者に許されており，誰もが自由にウェブページ

を書き換え，新しい事典項目を追加投稿できる。また，
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検索，利用，あるいは編集参加について登録が前提と

されない。

サンガーはウィキペディアに先行する『ヌーペディ

ア（Nupedia）』というオンライン百科事典企画の主

幹編集者であった。これは査読制度付きで専門家に記

事の執筆を依頼するなど従来の百科事典の性格を残し

ていた。このためウィキを利用して“より開放的で格

式ばらない”百科事典として企画されたのがウィキペ

ディアである。ウィキペディアでは不特定多数のネッ

ト利用者の自発的な，いわば草の根的な協力に依存す

る方式を採る。個々の投稿が十全でないとしても，大

勢の人間が情報資源を共有し，編集を繰り返すことで

内容が結果的に精査されると考えているからである。

ネット利用者は閲覧者にも，記事の執筆者や編集者に

もなることができる。コンピュータ・ネットワークの

普及によって実現した新しい形式の知的協調作業であ

る。

サイトの立ち上げからわずか2年で，英語版ウィキ

ペディアは登録記事数10万件を突破し，2003年10月現

在では16万件を超えている。また，英語版に続いて世

界の様々な言語による版が順次作成され，今日では多

言語によるサイト集合体を形成している。中国語や日

本語などアジア系の言語もあれば，エスペラント語の

ような人工言語のサイトもある。ウィキペディアはウィ

キを使用する最初の本格的なオンライン百科事典であ

り，内容，包摂する分野，地域など多くの面で成長を

続け，巨大データベースとなりつつある。2003年6月

にはウィキぺディア企画を推進する目的で非営利組織

ウィキメディアが設立された。

１. ウィキと参加者共同体

ウィキはオブジェクト指向分析やパターンランゲー

ジなどのコンサルティングを行っているカニンガム＆

カニンガム社が開発した協調作業用の小さなプログラ

ムである。「Wiki」とはハワイの言葉で「素早く」を

意味する。ウィキは別のウェブページとの相互リンク

を自動生成するなど，強力な支援機能を持っている。

ウィキを利用して作成されたウェブページには編集画

面へのリンクが付いており，ここをクリックすれば該

当ウェブページの内容編集へと進むことができる。ま

るで自身のホームページを編集するような感覚で，他

人の作成したウェブページを編集することが可能であ

る。また，最初の投稿からの変更を保存しておく履歴

があるため復元も可能である。汎用性が高く，様々な

用途，企画に応用できる反面，システム上の制約が少

ないため大勢で利用する場合にはルール作成が必要と

なる。ウィキペディアでは参加者による自治的な運営

が重視される傾向にあり，基本方針，投稿の方法や記

述様式，あるいは著作権に関して参加者間で合意事項

が作成，維持されている。「ウィキペディアン」と呼

ばれる良心的で，熱心な参加者によるメーリングリス

トなどを通じて討議し，蓄積した慣習，方針が合意事

項となっている。

事典項目の執筆に際しては「観点の中立性」を求め

られるが，様々な価値観を持つ人々が共同で作業をす

るため，記述内容について見解が割れ，あるいは思想

的な偏りが表出することは避けがたい。悪質な登録参

加者の場合には，ウィキペディアの創始者で出資者で

もあるウェールズがアクセス禁止処分を決定する権限

を持つが，その適用は例外的である。記述内容の調整

は基本的に参加者相互の討議に拠っている。ただし，

討論は専用のリンクページあるいはメーリングリスト

を通して行われ，事典項目上には現れない。

ウィキペディアでは他人の作成したウェブページを

容易に編集することができるため，著作者の人格およ

びその成果を尊重することも参加者の遵守すべき重要

な規範である。作成中のウェブページに，ウィキペディ

アの内外を問わず，他のページから引用することも多

く，この場合には利用したウェブページのリンクを明

示的に貼り付けるべきとされる。

２. 著作権：思想的背景

ウィキペディアは「GNUフリー文書利用許諾契約

（GNU Free Documentation License: GFDL）」に

準拠している。GFDLの適用された文章，図等さまざ

まな成果物は一般公衆に対して無条件な再配布，改変

の自由が承認されなければならない。例えば，GFDL

下にある自身の成果物を誰かが複製した場合にも特別

な許諾を要求することはできない。また，一度GFDL

が適用されれば，その成果物を利用するすべての派生

物にGFDLが適用されるため，連鎖性を持つといえる。

ウィキペディアのサイトに自作の記事を載せると，当

該記事は自動的にGFDLの適用を受けるため，参加者

はまずこの点に留意する必要がある。

GFDLはコピーレフト契約の1つである。コピーレ

フトは1980年代のフリーソフトウェア運動で生まれた

ソフトウェアに関する権利概念であった。コンピュー

タの黎明期にはプログラマーは相互にソースコードを

含めた情報資源を融通，共有することでソフトウェア

の開発を促進していたが，商業ソフトウェアの登場に

より使用許諾という形で情報資源の囲い込みが行われ

るようになった。 これに反対してストールマン

（Richard Stallman）らがフリーソフトウェアを用い

たシステム開発を目指すGNUプロジェクトを立ち上

げた。その基本理念として考案したのがコピーレフト

である。著作者に配慮しつつ，ソースコードを含めて

ソフトウェアの再配布（その前提としてのコピー）や

改変を可能とする。自由な情報資源の共有が知的創作
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活動を活性化するという点を重視した権利概念といえ

る。

３. ウィキペディアの限界と課題

オープンコンテンツに徹している分，ウィキペディ

アには問題も少なくない。内容全体を把握し，調整す

る編集者が存在しないため，分野ごとの記事の記述レ

ベルや分量に偏りが生じるのは避けられない。内容精

査のためにはより多くの参加者を獲得しなければなら

ないが，他方で規模が拡大するほど，「観点の中立性」

を維持するための政治的努力が必要になる。

GFDLにも幾つか問題がある。コピーレフト契約は

米国著作権法を基に考案されたものであり，法制度の

異なる国で問題が生じた場合について法的有効性は保

証されていない。インターネットは容易に国境を越え

てしまうだけに，問題は複雑である。また，ウィキペ

ディアでは外部の情報資源を利用することが多く，そ

れがフリーであるか否かという問題は常に付きまとう。

万が一，フリーでない著作物を勝手に利用してしまう

ようなことがあれば，それがウィキペディアの企画全

体を左右しかねない。

ウィキペディアは立上げからまだ3年にも満たない

若い企画であり，課題がどのように解消されていくの

か，今後とも見守っていく必要がある。

（関西館資料部文献提供課：福
ふく

田
だ

亮
あきら

）

Ref: Stalder, F. et al. Open Source Intelligence. First Monday.

7(6), 2002. (online), available from <http://www.firstmonday.

dk/ issues /issue7_6/sta lder/>, (accessed 2003-10-04).

Mayfield, K. Not Your Father's Encyclopedia. Wired News. 2003-

01-28. (online), available from <http://www.wired.com/news/

print/0,1294,57364,00.html>(原文)；<http://www.hotwired.co.jp/

news/news/culture/story/20030131208. html>（日本語訳）,(accessed

2003-10-04).
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org>, (accessed 2003-10-04).；ウィキペディア日本版. (online),

available from <http: //ja.wikipedia.org.>, (accessed 2003-10-04).
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Diffuseは欧州における情報社会技術（Information

Society Technologies: IST）計画のひとつで，電子

情報の交換に関わる標準や仕様についての包括的なポー

タルサイトの構築を目的としたプロジェクトである。

その維持・管理には主としてフィンランド情報社会開

発センター（TEIKE）があたり，1995年に開始された

OII（Open Information Interchange）イニシアチブ

（注）に端を発する。Diffuseはこれを受け，欧州研究

開発第5次フレームワーク計画（FP5）の資金を得て，

2000年2月から2003年1月までの3か年計画で実施され

た。FP5におけるIST計画は「ユーザーフレンドリー

な情報社会」をテーマとし，その観点から4つの重点

活動領域を設定している。Diffuseは4領域のうち「新

しい業務方法と電子商取引」および「マルチメディア

のコンテンツとツール」に関連する。

欧州においてその後の情報政策の方向性を示したと

されるバンゲマン報告（Bangemann Report）を受け

て1994年に策定された行動計画の中でも既に明示され

ていたように，情報社会において欧州が競争力を維持・

発展させていくためには，グローバルルールの策定に

積極的に関与していくことが必要とされる。国際標準

化活動はその重要な一部である。技術の発展速度が早

まる中，ある技術が標準となるかどうかは普及率2～

3%の時点で定まるとの見方もあり，既に決定された標

準に関する情報のみならず，迅速に幅広く標準に関す

る情報を提供する意義を見出すことができよう。

インターネットが商用利用に開放されるようになり，

ネットワークを活用してコンテンツを提供しようとい

う試みが激増してきた1990年代半ばは，W3Cが組織さ

れて，業界や団体による標準化活動が活発化し，ダブ

リンにおいてメタデータに関する議論が開始された時

期にあたる。1998年にはW3CでXML勧告が出され，

XMLが電子データ交換のユニバーサルな構文として

受け入れられはじめた。こうした流れを受けてDiffuse

も当初はXML関連の標準や仕様を中心にデータベー

スが構築されていった。2001年8月に発表された経過

報告書によれば，130か国，週3,000サイトからのアク

セスがあるという。その情報収集においては，適時に

中立かつ質の高い情報を提供するという姿勢を重視し，

参考情報やガイダンス情報を含めて，付加価値性の高

い単一のアクセスポイントを提供することを目指して

いる。

Diffuseサイトでは，個々の標準・仕様の一覧，ア

ルファベット順索引，検索エンジン，トピックマップ

のほか，個々の主要技術領域のコンセプトや発達段階

について標準や仕様の応用面からの概観を提供するビ

ジネスガイド，研究・技術開発プロジェクトのリスト，

標準策定に関わっている各種フォーラムのリスト，な

ども用意されている。標準策定プロセスには1990年代

後半から，国際標準化団体がトップダウンで策定する

デジュール標準，ある規格が広く使用されて事実上の

標準として機能するデファクト標準のほかに，同一業
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